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第４６０回小野市議会定例会提出議案の概要について 

 

議案第３６号 令和７年度小野市歳入歳出決算の認定について 

議案第３７号 
令和７年度小野市都市開発事業会計利益の処分及び決算の認

定について 

議案第３８号 
令和７年度小野市水道事業会計利益の処分及び決算の認定に

ついて 

議案第３９号 令和７年度小野市下水道事業会計決算の認定について 

令和７年度の一般会計、特別会計、都市開発事業会計及び水道・下水道事業会計に

係る決算等について、議会の認定を求めようとするもの。 

 

議案第４０号 令和８年度小野市一般会計補正予算（第２号） 

（主な補正内容） 

①地域介護・福祉空間整備等施設整備事業経費 

 市が指定している認知症高齢者グループホームについて、利用者の安全性確保

等の観点から、老朽化した施設の改修工事に係る費用を補助しようとするもの。 

②地域農業構造転換支援事業経費 

地域の中核となる農業の担い手に対して、経営改善に必要となる農業用機械の

導入を支援しようとするもの。 

補 正 額     ８４，９００千円 増額 

補正後総額 ２４，４２０，９００千円 

 

議案第４１号 令和８年度小野市国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

職員の人事異動に伴う人件費の更正、前年度繰越金の確定などにより補正しよう

とするもの。 

補 正 額     １８，３００千円 増額 

        補正後総額  ４，９９８，３００千円 

 

議案第４２号 令和８年度小野市介護保険特別会計補正予算（第１号） 

職員の人事異動に伴う人件費の更正、前年度繰越金の確定などにより補正しよう

とするもの。 

補 正 額     ４９，０００千円 増額 

補正後総額  ４，９３９，０００千円 
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議案第４３号 令和８年度小野市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

職員の人事異動に伴う人件費の更正、前年度繰越金を財源として広域連合納付金

を補正しようとするもの。 

補 正 額     ２２，８００千円 増額 

補正後総額  １，００２，８００千円 

 

議案第４４号 令和８年度小野市水道事業会計補正予算（第１号） 

職員の会計間異動等に伴う給与費等について補正を行うもの。 

収益的支出 補 正 額     △５，６００千円 減額 

補正後総額  １，４４８，４００千円 

資本的支出 補 正 額      ５，８００千円 増額 

  補正後総額  １，０９５，８００千円 

 

議案第４５号 令和８年度小野市下水道事業会計補正予算（第１号） 

職員の会計間異動等に伴う給与費等について補正を行うもの。 

収益的支出 補 正 額      ６，８００千円 増額 

補正後総額  １，７５６，８００千円 

資本的支出 補 正 額     △１，２００千円 減額 

 補正後総額  １，４９３，８００千円 

 

議案第４６号 小野市税条例の一部を改正する条例の制定について 

地方税法等の一部改正に伴い、規定内容を整理するもの。 

【主な改正内容】 

＜個人住民税＞ 

・セルフメディケーション税制（特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医

療費控除の特例）の適用期限を撤廃するもの。    ［令和９年１月１日施行］ 

・特定暗号資産の暗号資産取引業者を通じた譲渡に係る課税方法を変更するもの 

 （総合課税６％→申告分離課税３％） 

  ［金融商品取引法及び資金決済に関する法律の一部を改正する法律     

(令和８年法律第６４号)の施行の日の属する年の翌々年の１月１日施行］ 

＜固定資産税＞ 

・固定資産税の免税点（固定資産税が課せられない課税標準の合計額）を変更す

るもの。                     ［令和９年４月１日施行］ 

  改正前 改正後 差額 

土地 30万円 30万円 － 

家屋 20万円 30万円 ＋10万円 

償却資産 150万円 180万円 ＋30万円 

 



3 
 

 

議案第４７号 小野市印鑑条例の一部を改正する条例の制定について 

出入国管理及び難民認定法等の一部改正により、個人番号カードの機能を持つ

「特定在留カード」及び「特定特別永住者証明書」の運用が開始されたことに伴

い、それらのカードでも、個人番号カードと同様にコンビニ等の多機能端末機で

印鑑登録証明書を取得できるようにしようとするもの。 

［公布の日から施行］ 

 

議案第４８号 
小野市白雲谷温泉ゆぴかの設置及び管理に関する条例の一部

を改正する条例の制定について 

鍬溪温泉きすみのの郷について、白雲谷温泉ゆぴかの別館として位置付け、２つ

の温泉施設を一体的に運営しようとするもの。 

［令和９年４月１日施行］ 

 


